
企業内法務部門における 日本語対応AIエージェント の活用は、2025年現在において急速な普及期を
迎えています。法務業務における慢性的な人手不足と業務量の増加に対する解決策として、AI技術を
活用した業務効率化の取り組みが多くの企業で本格化しており、その市場規模と導入率は飛躍的な成
長を示しています 。

日本企業の法務部門におけるAI活用率が急速に増加している傾向を示すグラフ

日本企業の法務部門におけるAI活用率は、2023年の約5%から2025年には30%まで 6倍の急成長 を
遂げています 。この背景には、企業の法務業務量の爆発的増加、専門人材の確保困難、業務要件の
高度化といった構造的課題があります 。

特に、契約書審応、M&A支援、コンプライアンス、個人情報保護、知財戦略、ESG対応など、対応す
べき法務案件が急増している一方で、人的リソースは増えず、処理スピードと精度の同時要求が法務
部門に重い負担をかけている現状があります 。

企業内法務部門向けの日本語対応AIエージェント：
現状分析と将来展望
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AI法務エージェントの市場動向と普及状況

急速な普及の背景
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リーガルテック市場、特に電子契約サービスを中心とした市場は顕著な成長を示しています。2018

年に39億円であった市場規模は、2021年には140億円、2025年の予測では395億円と 約10倍の成長
が見込まれています 。

日本のリーガルテック市場（特に電子契約サービス）の急速な成長を示すグラフ

この成長を牽引する要因として、新型コロナウイルスの影響によるリモートワークの普及、法改正や
規制見直しによるデジタル化の後押し、そして生成AI技術の急速な進歩が挙げられています 。

LegalOn Cloud（旧LegalForce）は、日本の企業法務向けAIプラットフォームの代表例です
。同サービスは、マターマネジメント、契約レビュー、コントラクトマネジメント、法令調査と

いった法務業務全般を包括的に支援し、日本語だけでなく英語にも対応してグローバル企業のニーズ
に応えています 。

特に注目すべきは、2025年夏に提供開始予定の 「マターマネジメントエージェント」 です 。こ
の機能では、AIエージェントが契約審査や法務相談の一次対応を自動で行い、リスクが低い案件はAI
が回答案を生成し、高リスク案件は法務部が対応するよう振り分けを提案します 。

市場規模の拡大
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主要なAI法務エージェントサービス

包括的プラットフォーム
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Legal Agentは、経験豊富な弁護士とAI Agentの協働による法務アウトソーシングサービスを提供し
ています 。社内法務部員のように弁護士とアプリケーションがSlackやTeamsなどの社内コミュニ
ケーションツールに常駐し、クライアントの事業内容や社内ルールに基づくカスタマイズされたサー
ビスを提供します 。

導入企業では、契約レビューの工数が 従来の5分の1から10分の1に短縮 される効果が報告されていま
す 。

弁護士ドットコムは、世界初の日本語版法律相談チャットサービス「弁護士ドットコム チャット法律
相談」を提供しています 。このサービスは、累計125万件以上の相談データを基に構築されたAI法
律相談チャットサービスで、1日5回まで質問可能で24時間無料で相談できます 。

中小企業における法務AIエージェントの導入事例では、顕著な業務効率化効果が報告されています
。

**製造業A社（従業員120名）**では、クラウドサイン レビューの導入により、契約書レビュー時間
を1件あたり平均3時間から約40分へと 85%削減 を実現しました 。同時に、リスク検出率は従来
比約30%向上し、対応可能案件数は月間約3倍に増加しています 。

��IT企業B社（従業員80名）**では、社内法務相談対応AIアシスタントの構築により、法務部門の問
合せ対応時間を 約70%削減 し、社内法務知識の標準化と共有を進展させました 。このシステムは
RAG（Retrieval-Augmented Generation）技術を活用し、自社の過去の法務判断事例や契約書、社
内規定を参照データベースとして連携しています 。

大手企業では、AI法務システムの導入により、年間の法務処理時間を 平均70%削減 することに成功
しています 。具体的には、契約書レビュー時間を80%削減し処理時間を26秒まで短縮した製造
業、コンプライアンスチェックの自動化により規制違反を40%削減した金融機関、契約書レビューの
精度94%を実現し処理時間を70%削減したIT企業などの事例が報告されています 。

現在の日本語対応AI法務エージェントは、主に以下の機能を提供しています：

自動リスク検出：契約書に潜むリスクや問題点を自動的に検出し、定義語チェックや表記ゆれチェッ
ク、条ズレチェックなど従来ミスしやすい目視校正作業をAIでサポートします 。

専門特化型サービス
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AI法務チャットボット
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具体的な導入事例と効果

中小企業での成功事例

�1�

�1�

�1�

�1�

�1�

大手企業での効果
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多言語対応：LegalOn Cloudでは、日本語・英語に加え、中国語、フランス語、ドイツ語、スペイン
語、ポルトガル語など 32言語の対応 を開始し、複数の言語間で双方向の翻訳が可能です 。

業界特化機能：製造業、不動産業、食品製造業など、業界特有の専門用語や法令に対応した専門的な
レビューが可能です 。

AIは契約書の内容を自動で抽出し、管理台帳を作成します 。さらに契約期限のリマインド機能によ
り、更新期限の見逃しを防ぎ、紙の契約書を電子化することで検索性やセキュリティも向上させます
。

AI法務アシスタントは、過去の質問や回答のログを保存し、確認できる機能を提供します 。社員
は専用のチャットインターフェースを通じて、契約条項の解釈や社内規定の確認、簡易的な法的リス
ク相談などを行うことができます 。

AI契約レビューには以下のような 構造的な限界 が存在します ：

文脈理解の不足：AIは契約書の文面のみを解析対象とするため、個別の取引背景、ビジネス上の優先
順位、相手方との力関係といった、契約書には直接記載されないものの判断に不可欠な情報を加味す
ることができません 。

自動修正の壁：現在のAI契約レビューツールは、弁護士法の制約もあり、条文の自動修正までは行え
ず、修正案の提示に留まるのが一般的です 。最終的な条文の修正作業は法務担当者が手動で行
う必要があります。

ハルシネーション問題：生成AIが実際には存在しない情報をあたかも本当にあるかのように作り出し
てしまう現象は、特に法務分野においては極めてリスキーなデメリットとなります 。

AIのレビュー結果を鵜呑みにするのではなく、法務担当者による確認と判断が不可欠となります
。法務担当者がAIの指摘内容を一つ一つ吟味し、取引の背景を考慮した上で再評価する必要があ

り、二度手間になってしまう ケースも少なくありません 。
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AI契約書レビューシステムと弁護士法第72条の関係は、日本のリーガルテック業界における重要な課
題となっています 。

2022年6月、グレーゾーン解消制度においてAI契約書レビューシステムに関して「違法の可能性があ
る」という見解が示されました 。これを受けて、AI契約書レビューシステムを提供する主要4社
が「AI・契約レビューテクノロジー協会」を設立し、業界全体でこの問題への対応を検討しています
。

法務省の回答では、16類型のAI契約レビューシステムについて「違法と判断されたわけではなく、可
能性があると評価されているに過ぎません」 。また、「利用者を弁護士又は弁護士法人に限定す
る場合、当該弁護士又は当該弁護士法人がその業として法律事務を行うに当たって当該サービスを補
助的に利用すると評価される場合は別として」という条件が示されています 。

この問題に対する解決策として、有識者を中心とした自主規制やガイドラインの早急な策定が提案さ
れています 。テクノロジーを受け入れる側、つまり弁護士をはじめとする法務に従事する皆さま
が法を解釈できる立場にあるという特殊性を活かし、ユーザーの声を丁寧にキャッチアップしながら
ガイドラインを策定すべきであると考えられています 。

AI法務システムの導入により、大幅な コスト削減効果 が報告されています 。電子契約を導入した
企業では年間で数百万円のコスト削減に成功し、社内のFAQ対応をAIチャットボットで自動化した結
果、人件費の大幅な削減を実現しています 。

中小企業向けのAI法務ソリューションは、初期投資を抑えながら効果的な法務管理を実現できる設計
となっています 。月額制のサブスクリプションモデルを活用し、必要な機能のみを選択して導入
できるため、段階的に機能を拡張することが可能です 。

2025年以降、法務AIは以下のような進化が予想されます ：

専門分野の深化：業界特化型AIの精度がさらに向上し、製造業、小売業、ITサービス業など業種別の
特殊性に対応した法務AIが普及 。

予測分析の高度化：過去の判例や自社の契約履歴から将来のリスクを予測し、先手を打った対応を提
案する機能の実装 。

弁護士法72条の問題
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マルチモーダル化：テキストだけでなく、音声や画像も含めた複合的な情報処理が可能になり、会議
での法的アドバイスや図面の法的リスク分析なども可能に 。

生成AIにより、今後法務の業務の約44％が代替されるといわれていますが 、法務パーソンとして
は、生成AIによって仕事を奪われると恐れるのではなく、生成AIを利用してより質の高いアウトプッ
トをスピーディに出していく という姿勢で生成AIと向き合っていくのが正しい態度とされています
。

特に重要なのは、所属企業における具体的な最適解を出すことです 。例えば、攻めのベンチャー
企業であれば法的にグレーなビジネスであってもスピーディにPOCを進める意思決定を許容しうる場
面がありますし、上場企業であればグレーゾーンにおいては慎重な判断が求められます 。

受動的な相談対応から、能動的なリスク検知と提案を行うAIエージェント への進化が期待されていま
す 。AIが企業の事業活動を継続的に監視し、潜在的な法的リスクを早期に発見して適切な対応策を
提案する、より高度な法務支援システムの実現が見込まれています。

中小企業が法務AIを効果的に導入するためには、以下のステップが推奨されています ：

AIによる判断の精度は100%ではないため、重要案件については 法務専門家による最終確認プロセス
を設けることが必須となります 。また、プライバシーとセキュリティの確保のため、AIツールのセ
キュリティ体制やデータの取り扱いポリシーを十分に確認する必要があります 。

企業内法務部門向けの日本語対応AIエージェントは、技術的成熟度の向上、市場規模の急拡大、そし
て企業の実際的なニーズの高まりを背景に、法務業界の変革を牽引する重要な存在となっています。

現在の技術水準では、AIが人間の法務専門家を完全に代替することは困難ですが、適切な役割分担と
協働体制を構築することで、業務効率化、リスク管理の向上、そしてコスト削減を同時に実現するこ
とが可能です。
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法的・規制面での課題については、業界全体での自主規制やガイドライン策定の取り組みが進んでお
り、イノベーションを阻害することなく、法の趣旨を損なわない バランスの取れたルール作りが求め
られています。

企業の法務部門は、AI技術を単なる効率化ツールとしてではなく、戦略的な競争優位性を生み出すパ
ートナーとして活用することで、限られたリソースの中で高品質な法務サービスを提供し、企業の持
続的成長を支える重要な機能を果たすことができるでしょう。
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